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Ａ. 研究目的 

 我が国では、医療のアクセスや質を確保しつ

つ、持続可能な医療提供体制を確保していくた

めに、医療計画の策定や地域医療構想の推進が

進められてきた。 

 一方、人口減少・高齢化という人口構造の変

化への対応や、新型コロナウイルス感染症の感

染への対応を踏まえ、第８次医療計画や地域医

療構想の推進に向けて、地域における外来・在

宅に渡る医療機能の分化・連携の重要性が改め

て指摘されている。 

 本研究では、今後の医療提供体制における外

来機能のあり方を検討するために、NDB データ

を用いた外来通院の受療行動分析を行った。研

究にあたっては、患者の属性（年齢階級別）及

び医療提供体制の特性（都道府県別、医療機関

の病床規模別）に着目した。患者の属性の分析

から、将来の人口構造の変化等を考慮する上で

前提とすべき受療行動の特徴を把握すること

を目的としている。 

また、医療提供体制の特性の分析は、医療ア

クセスの違いを考慮した外来機能の検討を行

うことを目的としている。 

 

Ｂ．研究方法 

対象： 

 NDB データ（医科入院外）において、2019 年

度のレセプトを分析対象とした。 

 

研究要旨 

本研究では、今後の医療提供体制における外来機能のあり方を検討するために、NDB データを用

いた外来通院の受療行動分析を行った。 

 方法として、入院外医療需要（医科入院外レセプト）について、外来通院に該当する診療行為を整

理した上で、患者ごとに、１年間で最も受診した医療機関において、その患者の総受診回数に占め

る当該医療機関での受診の割合を集計した。集計結果は、年齢階級別や都道府県別、医療機関の病

床規模別の集計を行った。 

分析の結果、年齢階級ごとに、最も受診する医療機関への受診の割合に差があることが明らかに

なった。また、地域ごとに、最も受診する医療機関の規模に違いがあり、地方部では最も受診する

医療機関が病院である割合が比較的高かった。今後、外来通院を含めた外来機能を検討する上では、

受療行動の特性や地域の実情が具体的に考慮される必要がある。 
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方法： 

入院外医療需要（医科入院外レセプト）について、

外来通院に該当する診療行為を整理した上で、患

者ごとに、１年間で最も受診した医療機関におい

て、その患者の総受診回数に占める当該医療機関

での受診の割合を集計した。集計結果は、年齢階

級別や都道府県別、医療機関の病床規模別といっ

た集計を行った。 

 外来通院の対象とした診療行為コードは以下

の通り。 

診療行為 

コード 

名称 

111000110 初診料 

111012510 初診料（文書による紹介がない患者） 

111012710 特定妥結率初診料 

111013850 初診料（新型コロナウイルス感染症・診療報酬上臨

時的取扱） 

112007410 再診料 

112007950 電話等再診料 

112011310 外来診療料 

112016310 外来診療料（他医療機関へ文書紹介の申出を行っ

ている患者） 

112016610 特定妥結率再診料 

112016750 電話等特定妥結率再診料 

112017310 特定妥結率外来診療料 

112023210 オンライン診療料 

112023350 電話等再診料（３０年３月以前継続） 

112023650 電話等特定妥結率再診料（３０年３月以前継続）

113032850 慢性疾患の診療（新型コロナウイルス感染症・診療

報酬上臨時的取扱） 

113003510 小児科外来診療料（処方箋を交付）初診時 

113003610 小児科外来診療料（処方箋を交付）再診時 

113003710 小児科外来診療料（処方箋を交付しない）初診時

113003810 小児科外来診療料（処方箋を交付しない）再診時

113019710 小児かかりつけ診療料（処方箋を交付）初診時 

113019810 小児かかりつけ診療料（処方箋を交付）再診時 

113019910 小児かかりつけ診療料（処方箋を交付しない）初診

時 

113020010 小児かかりつけ診療料（処方箋を交付しない）再診

時 

190076710 短期滞在手術等基本料１ 

 

Ｃ. 研究結果 

「各患者の総受診回数に占める、最も受診した

医療機関での受診回数の割合」を 5%階級別に分析

した。分析の結果、15 歳未満と 70 歳から 85 歳人

口は、100%階級（受診した医療機関が一つ）の割

合が低かった。90 歳以上の割合は、他の年齢階級

と比較して、100%階級の占める割合が高かった。

（図 1） 

次に、都道府県別、医療機関の病床規模別に「各

患者の総受診回数に占める、最も受診した医療機

関での受診回数の平均割合」（以下、平均割合）

の分析を行った。平均割合は、概ね診療所が 50%

程度を占めている。地域別には、大都市圏を有す

る東京都や神奈川県は、診療所の割合が高い一方、

山間部等を有する高知県は診療所が占める割合

が低く、病院の占める割合が相対的に高かった。

（図２） 

 

Ｄ. 考察   

 分析の結果、年齢階級ごとに、最も受診する医

療機関への受診の割合に差があることが明らか

になった。15 歳未満の小児については、出現した

症状に応じて小児科や皮膚科、耳鼻科等の異なる

医療機関を受診するため、相対的に最も受診する

医療機関への受診の割合が低くなると考えられ

る。70 歳から 85 歳の人口に関しては、それより

も年齢が低い人口と比して、様々な症状で医療機

関を受診することが増えると考えられ、小児と同

様に内科だけでなく整形外科や眼科等の複数の

医療機関へ受診している可能性があると考えら

れる。それ以上の年齢の人口に関しては、複数の

医療機関を受診することが負担となり、一つの医

療機関で臓器横断的に診察を受けるようになっ

ているのではないかと推測される。 
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また、地域ごとに、最も受診する医療機関の規

模に違いがあり、地方部では最も受診する医療機

関が病院である割合が比較的高い傾向はあるも

のの、地域の医療提供体制の実情による影響が大

きい結果となった。それぞれの地域における、診

療所、病院の数等のアクセス性が関連している可

能性がある。 

今後、外来通院を含めた外来機能を検討する上

では、年齢層に応じた受療行動の特性や地域の実

情が具体的に考慮される必要がある。 

本研究の課題としては、1）年に１回のみ受診し

た患者と継続的な受診をしている患者では受療

行動が異なる可能性があること、2）NDB データに

おける患者名寄せの不確かさ、3）NDB データに含

まれない対象集団の割合が考慮されてない（例：

単独公費レセプトでの受診）が挙げられる。 

 

Ｅ. 結論 

 本研究の結果、NDB データを用いて、全国の外

来通院に関する受療行動の分析結果を得ること

が出来た。また、地域別に最も受診する医療機関

の割合が医療機関の規模別に異なったことから、

外来機能の分化連携において、地域ごとの医療ア

クセスの受療行動への影響を考慮することの重

要性が示唆された。 

 今後は、令和４年度に開始された外来機能報告

制度の結果等と併せて、外来医療提供体制及び外

来医療需要に関する体系的な研究を進めていく

必要がある。 

 

Ｆ. 健康危険情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表 

１.論文発表 

なし 

 

２．学会発表 

なし 

 

Ｈ. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

なし 

 

２．実用新案登録 

なし 

 

３．その他 

なし 
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図 1 年齢階級別・各患者の総受診回数に占める、最も受診した医療機関での受診回数の割合

（5%階級）別の患者数（構成割合） 
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図 2 都道府県別、医療機関の病床規模別、患者の総受診回数に占める、最も受診した医療機関での

受診回数の平均割合 
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